
 
                                           

1 

NY マーケットレポート（2020 年 3 月 2 日） 
 

 

出所：SBILM 
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NY 市場レポート 
 

主要な米経済指標の結果 

2 月製造業 PMI 50.7（予想 50.8・前回 50.8） 

2 月の米製造業 PMI は市場予想を下回り、2019 年 8 月以来 6 カ月ぶりの低水準となった。新型コロナウ

イルスの感染拡大による混乱の影響で生産と新規受注が低下したことが影響した。 

 

データを基に SBILM が作成 

 

2 月 ISM 製造業景況指数 50.1（予想 50.5・前回 50.9） 

2 月の米 ISM 製造業景況指数は、前月から 0.8 ポイント低下し、市場予想も下回った。製造業の景気拡大・

縮小の判断基準となる 50 は 2 ヵ月連続で上回った。仕入価格が 45.9（前月 53.3）、生産が 50.3（54.3）、

新規受注が 49.8（52.0）、在庫が 46.5（48.8）といずれも前月から低下、雇用は 46.9（46.6）と上昇し

た。2 月は 18 業種中 14 業種が景況拡大を、3 業種が縮小を報告。 
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データを基に SBILM が作成 

 

1 月建設支出（前月比） 1.8％（予想 0.6%・前回 -0.2%⇒0.2%） 

1 月の米建設支出は、市場予想を上回る+1.8％の 1 兆 3692 億ドルとなった。前年比では+6.8％だった。

民間の建設支出は+1.5％の 1 兆 227 億ドルとなり、住宅建設が+2.1％の 5547.8 億ドル、住宅以外の建設

は+0.8％の 4679.5 億ドルだった。一方、公共部門は+2.6％の 3464.8 億ドルだった。 

 

データを基に SBILM が作成 
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ダウ平均は 8 営業日ぶりに反発、過去最大の上げ幅 

米株式市場では、新型コロナウイルスの世界的な感染拡大による景気減速懸念を巡り、パウエル FRB 議

長が前週末に早期利下げの可能性を示唆したことが好感され、主要株価指数は序盤から堅調な動きとな

った。さらに、G7 が協調して景気刺激策を打ち出すとの期待が広がったことも押し上げ要因となり、主

要株価指数は軒並み前週末比 4％以上の大幅上昇となった。ダウ平均株価は序盤から堅調な動きとなり、

終盤には一時前週末比 1296 ドル高まで上昇した。8 営業日ぶりの反発となる 1293 ドル高で終了した。一

方、ハイテク株中心のナスダックは、384 ポイント高で終了した。 

 

データを基に SBILM が作成 

 

データを基に SBILM が作成 
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ドル円・クロス円は堅調な動き 

NY 市場では、序盤に発表された 2 月製造業 PMI が 2019 年 8 月以来 6 ヵ月ぶりの低水準となったことや、

2 月の米 ISM 製造業景況指数が市場予想を下回るなど、新型コロナウイルスの感染拡大による影響で冴え

ない結果となったことが嫌気され、序盤のドルは上値の重い動きとなった。さらに、米国債利回りの低

下も加わり、ドル/円は 107.40 まで下落した。ただ、アジア時間序盤に付けた昨年 10/10 以来の安値と

なる 107.38 は下回らなかった。その後、G7 財務相、中央銀行総裁が 3 日にウイルス対策で電話会議をす

る予定との報道を好感して、ドル円・クロス円は堅調な動きとなった。さらに、ダウ平均株価が過去最

大幅の上昇となるなど、米主要株価指数が軒並み上げ幅を拡大したことも加わり、ドル円・クロス円は

堅調な動きとなった。 

 

出所：総合分析チャート 

 

提供：SBI リクイディティ・マーケット株式会社 

お客様は、本レポートに表示されている情報をお客様自身のためにのみご利用するものとし、第三者への提供、再配信を行うこ
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